

















からの取組も重要になってくる｣ (p. 36) と述べ,
従来の高大連携とは異なる方向性を示している｡






























































回答者の性別は男性が 91.1％と多い｡ 平成 19
年の高校教員性別割合では男性が 72.9％であるこ
とから男性の回答率が高い｡ 回答者の年齢は 50
歳代 56.4％, 40歳代 36.1％と回答者の年齢層は
高い｡ 担当教科は数学 22.9％, 国語 16.6％, 地理
歴史 12.7％の順に多い｡ 教職歴は 20年から 29年
63.4％, 30年以上が 24.3％とベテラン教員が多い｡
勤務校の種類としては, 公立普通科高等学校 58.1
％, 私立普通科高等学校 16.7％, 公立専門学科高
等学校 15.3％の順に多い｡ 教育課程の種類は全日
制が 98.5％と大多数を占めている｡ 学校規模は
601～900人以下 37.6％, 301～600人以下 27.2％,
901～1,200人以下 24.3％と中規模校が大多数を占























自由記述は 15件あり, ｢ゆとり教育の影響｣ を
指摘する記述が 9件, ｢楽しいことがありすぎる
社会の現状｣ が 2件, ｢将来の生活と学習の関係
の不確かさ｣ が 2件, ｢無知を許容する番組｣ が 1





50％以上が 23.4％, 40～50％未満 7.5％, 30～40

























あり, ｢教科毎｣ に対応している学校が 46.9％と






いる方法は ｢補習授業｣ (79.3％) である｡ 次に,
｢特別な課題の提供｣ が (46.2％), ｢授業内での
個別対応｣ (37.2％) で続く｡ 本問は複数回答を
可としており, 多くの学校で複数の方法を並行し
学生の基礎学力獲得支援を目指した高大連携の在り方について170
て実施している｡ なお, ｢ICTの活用｣ は 0％で
あるが, インフラやソフトのコスト面の問題が解
決されない状況があることを示すものであろう｡







(86.2％), 次に ｢授業に対する動機付け｣ (55.2％),




















そ 2人に 1人にも実感されないところに, 基礎学
力指導の困難さを示しているといえる｡
この点に関し, 自由記述では 6件あり, 1件の
み ｢単位不認定科目を減少させた｣ と具体的成果
を示している｡ しかし, 残りの 5件は, ｢必ずし
も成果がはっきり見られない｣, あるいは ｢成果









(32.4％) とした成果も見られるが, これは, 生







％), ｢指導の継続｣ (53.8％), となっている｡ 教
員の忙しさは世間においても知られた事実であり,
特に教員の自主的な指導では尚更時間の確保は困
難であろう｡ また, ｢授業への動機付け｣ (36.6％)
を困難としている｡
自由記述は 9件あり, 上記の他に, 困難な状況
として生徒に関しては ｢生徒間の学力差の大きさ｣,
｢教科書等を授業時に用意できない生徒の存在｣
を挙げており, また, 学校全体に関しては ｢全体
への働きかけが難しい｣, ｢評価がいい加減で, 学
習に対する厳しさがない｣ ｢進んで関わる教師が






























築能力｣ (66.3％), ｢教職への意欲｣ (61.4％),
｢教科に関する知識｣ (53.0％), ｢社会人としての













のない教員は 11.6％と少ない｡ 一方 ｢関心がある｣


















































































































































































1. 性別 ①男 ②女
2. 年齢 ①20代 ②30代 ③40代 ④50代 ⑤60代以上
3. 担当教科 ①国語 ②地理歴史 ③公民 ④数学 ⑤理科
⑥保健体育 ⑦芸術 ⑧外国語 ⑨家庭 ⑩その他 ( )
4. 教職歴 ① 5年未満 ② 5～9年 ③10～19年 ④20～29年 ⑤30年以上
5. 勤務校の種類 ①公立普通科高等学校 ②私立普通科高等学校 ③公立専門学科高等学校
④私立専門学科高等学校 ⑤公立総合学科高等学校 ⑥私立総合学科高等学校
⑦その他 ( )
6. 教育課程の種類 ①全日制 ②定時制 ③通信制
7. 勤務校全体の生徒数 ①300人以下 ②301～600人以下 ③601～900人以下
④901～1,200人以下 ⑤1,201～1,500人以下 ⑥1,501人以上
8. 勤務校の所在地 ①千葉 ②茨城 ③埼玉 ④東京 ⑤その他 ( 県)




④上記事柄 (①～③) の総合力 ⑤その他 ( )
10. ｢基礎学力が身についていない｣ 原因をどう捉えていますか｡ 主な原因を多くとも 3つまででご回答下さい｡




①10％未満 ②10～20％未満 ③20～30％未満 ④30～40％未満 ⑤40～50％未満
⑥50％以上
12. 基礎学力が身についていない生徒に対し特別な対応が必要だと考えていますか｡
①はい ②いいえ ③どちらともいえない ④わからない
13. 基礎学力が身についていない生徒に対し特別な対応を実施していますか｡
①はい (問 13にお進み下さい｡) ②いいえ (問 20にお進み下さい｡)
学生の基礎学力獲得支援を目指した高大連携の在り方について 177
14. 基礎学力が身についていない生徒に対し対応の実施主体はどこあるいは誰ですか｡
①学校 ②学年 ③各教科 ④各教員
15. 基礎学力が身についていない生徒に対し対応の実施方法はどのような方法ですか｡ 該当する方法の全て
を選択して下さい｡
①特別な教材 ②授業内での個別対応 ③ICTの活用 ④補習授業
⑤特別な課題の提供 ⑥学習相談室の設置
















21. 教員養成課程履修学生へ望む事はなんですか｡ 主な要望を多くとも 3つまででご回答下さい｡




①はい ②いいえ ③条件次第 ④わからない
以上で終わりです｡ ご協力いただきありがとうございました｡
もし, 差し支えなければマークシートに学校名をご記入下さい｡ 後日, 集計結果をご報告いたします｡
